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再生可能エネルギー熱利用分野の技術戦略策定に向けて
技術戦略研究センターレポート

　我が国では、エネルギーの最終利用段階において熱

利用が大半を占めている。したがって、エネルギー利用

効率の向上のためには、熱利用分野においても効率化を

図ることが重要である。

　熱利用分野における効率化を目指す取組の一つに、

再生可能エネルギー熱の有効活用がある。再生可能エ

ネルギー熱は、持続的に利用することができると認められ

る熱源であり、①太陽熱、②地中熱、③バイオマス熱、

④雪氷熱、⑤温泉熱、水を熱源とする熱（⑥河川熱、⑦

海水熱、⑧下水熱）等がある（図1）。なお、本レポートで

1 再生可能エネルギー熱利用技
術の概要章

は、空気熱（大気中に熱の形で蓄えられたエネルギー）

の利用に関する記載は行わない。再生可能エネルギー

熱は種類によって適用温度帯は異なるが、主に家庭用・

業務用他部門における空調・給湯に利用される。

　再生可能エネルギー熱利用の推進は第 5次エネル

ギー基本計画（2018年7月）※1において明記されており、

温室効果ガスの削減という観点からも導入・利用が進 

むことが期待されている。国内の再生可能エネルギー熱

の導入ポテンシャル（エネルギーの採取・利用に関する

種々の制約要因による設置の可否を考慮したエネルギー

資源量）の合計は国内の熱需要の合計（約 2,400 PJ/

年）と同程度である※2ものの再生可能エネルギー熱はコ

ストの面に課題があり十分に活用されていないのが現状

である。

図 1　再生可能エネルギー熱とは
出典：各種資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2020）

　※1	 https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/180703.pdf
　※2	 国内の再生可能エネルギー熱の導入ポテンシャルの詳細は、本レポート2-1（2）に記載
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再生可能エネルギー熱利用分野の技術戦略策定に向けて
技術戦略研究センターレポート

　太陽エネルギーは太陽が存在する限り枯渇することのな

いエネルギー資源で、その熱や光をエネルギーとして有効

に活用することができる。太陽熱利用はシンプルで効率が高

く、住宅や業務用施設で給湯や暖房または冷房に利用で

きるほか、農林水産分野では、乾燥や除湿、加温などにも

利用される。比較的安価で経済的にも利用しやすいエネル

ギー源として、我が国では古くから住宅用として利用されて

いる。建築分野や産業分野では、太陽熱を利用することに

より、化石燃料によるエネルギー利用量の削減、CO2排出

抑制の面で効果を上げている。

　太陽から地表に到達する光のエネルギーにおいて、太陽

光発電による太陽光から電気へのエネルギー変換効率は

10 ～ 25％であるのに対し、集熱器による太陽光から熱への

エネルギー変換効率は40 ～ 60％になり、同じエネルギー量

を取り出す場合、太陽熱利用の方が、太陽光発電に比べ

てパネル面積を小さく抑えられる。

　太陽熱利用システムは、一般的に空気集熱式と水集熱

式に大別される。空気集熱式については外気の取り入れに

よる自然循環方式が主であり、水集熱式については自然循

環式と強制循環式のシステムに分類される（図2）。自然循

環式は集熱器や建築上の工夫によって太陽熱を受動的に

活用するシステムを指し、強制循環式はポンプ等の機械的

な装置を利用して媒体を循環させるシステムを指す。

　空気集熱式では、暖められた空気を直接暖房に利用す

るか、蓄熱材等に蓄えて、戸建住宅や業務施設における

暖房用途に利用される。水集熱式のシステムでは、集熱器、

蓄熱槽、補助ボイラー等から構成されることが多く、必要に

応じてヒートポンプや吸収式冷凍機等を使用して、給湯・暖

房、冷房需要にエネルギーを供給するシステム構成となる。

　集熱器には平板型や真空ガラス管型、集光型等があり、

平板型は40 ～ 70℃程度、真空ガラス管型は70 ～ 90℃程

度、集光型は200℃程度の集熱を行う際に利用される。

1 -1 太陽熱利用

図 2　主な太陽熱利用システムの分類
出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発	再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた技術開発に関する

調査（NEDO,	2018）

  

自然循環式

強制循環式

自然循環式

水集熱式

空気集熱式

集熱熱媒 集熱方式 主な集熱器 主な用途

家庭用空調、業務用空調

家庭用給湯

家庭用給湯・空調、業務用給湯・空調

業務用給湯・空調、産業用

家庭用給湯・空調、業務用給湯

集熱面＋通気ダクト

平板型集熱器

真空ガラス管型集熱器

平板型集熱器

集光型集熱器

真空ガラス管型集熱器

集光型集熱器

家庭用給湯・空調、業務用給湯・空調

業務用給湯・空調、産業用
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技術戦略研究センターレポート

　太陽熱利用システムは、住宅用では給湯や暖房の用途と

して使用されてきた。住宅以外では，大規模建築物や産業

用でも利用されており、給湯、暖房のほか、冷房、乾燥、蒸

留などの熱源ともなっている。また、太陽熱による発電も各国

で研究されており、一部は既に実用化されている。太陽熱

利用システムの主な用途分類を表1に示した。
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表 1　太陽熱利用システムの主な用途分類

 対象 システム 分類 用途 温度範囲

建築用
（住宅、業務用建物）

給湯システム
太陽熱温水器 ― 給湯 40 ～ 60℃

強制循環システム ― 給湯 40 ～ 60℃

暖房システム

パッシブ＊ 1システム

直射日射利用 暖房 35 ～ 50℃

窓面・壁面蓄熱 暖房 35 ～ 50℃

温室 暖房 35 ～ 50℃

アクティブ＊ 2システム
直接暖房システム 暖房、給湯 40 ～ 60℃

ヒートポンプ暖房システム 暖房、給湯 40 ～ 60℃

冷房システム アクティブシステム

吸収式冷凍機 冷房 60 ～ 90℃

吸着冷凍機 冷房 60 ～ 90℃

除湿冷房（デシカント空調） 冷房 40 ～ 60℃

産業用

乾燥システム
農業用 穀物乾燥 乾燥 40 ～ 60℃

その他 木材乾燥 乾燥 40 ～ 60℃

淡水化システム
直接法 ― 飲料水 40 ～ 80℃

間接法 ― 飲料水 30 ～ 70℃

太陽熱発電システム
集中型 ― 電力 300 ～ 1500℃

分散型 ― 電力 200 ～ 400℃

工業用プロセス加熱 ― ― 加熱 40 ～ 200℃

太陽炉 ― 高温研究 超高熱用途 1500 ～ 3500℃

＊1：気候や風土に合わせて建築や配置計画を行うことにより熱や光、空気の流れを制御し太陽熱を得る方法
＊2：太陽熱集熱気、ポンプ、放熱器など機械力を用いて積極的に太陽熱を利用する方法
出典：業務用太陽熱利用システムの設計ガイドライン（NEDO,	2009）を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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　地中熱利用システムは、ヒートポンプの熱源として利用

する間接利用（地中熱ヒートポンプシステム）と、地中熱を

そのまま空調や融雪に利用する直接利用の二つに大別

できる。以下では、地中熱利用ヒートポンプシステムの概

要を述べる。

　地中熱利用ヒートポンプシステムはクローズドループ方

式とオープンループ方式に大別できる（図 4）。クローズド

ループ方式では、地中に熱交換器を設置し、内部に熱媒

を循環させることで、地中熱を取り出す。オープンループ

方式では、地下水を揚水しヒートポンプの熱源として直接

利用する。クローズドループ方式とオープンループ方式を

組み合わせて利用する併用方式も存在している。これら

の地中熱利用ヒートポンプシステムは、空気熱源のヒート

ポンプと比較し、効率の高い冷暖房を行うことができる。

　クローズドループ方式では熱交換のための井戸を掘削

し、そこに熱交換器（Uチューブ、二重管など）を導入す

る。熱交換器の導入方法によって、①ボアホール方式（深

さ100 ～ 150mの穴を掘削してその中に熱交換器を設

置）、②杭方式（建築の基礎坑を熱交換に活用）、③水

平敷設方式（熱交換器を垂直ではなく水平に設置）の3

方式に分類することができ、方式に応じて掘削コストや熱

交換効率が異なる。

　オープンループ方式では、地下水を帯水層から揚水

し、直接熱交換に利用する。熱交換を終えたあとの地下

水の処理方法によって、①放流方式（地下水を地下に

戻さず、水路などに直接放流する）、②還元方式（還元

井型）（還元井により地下水を帯水層へ戻す）、③還元

方式（浸透枡型）（地表付近に設置した浸透桝を利用し 

て、地下水を帯水層へ戻す）の3方式に分類することが

できる。

図 3　地中熱の季節依存性の模式図（左）、地中熱利用の模式図（右）
出典：	地中熱利用促進協会ウェブページ※3（2017）

　地中熱利用技術では、一般的には地下 10mよりも深

い領域に賦存する低温の熱エネルギーを利用する。地

1 -2 地中熱利用
下10mより深い領域の温度は、一般にその地域の年間

平均気温よりも1 ～ 2℃高く、年間を通して一定である（不

易層）。したがって夏は地中温度が外気温より低くなり、

冬は地中温度が外気温よりも高くなるため、この温度差を

冷暖房等に利用することができる（図3）。

　※3	 www.geohpaj.org
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図 4　クローズドループ型システム及びオープンループ型システムの模式図
出典：	地中熱ヒートポンプシステムオープンループ導入ガイドライン	第1版（地中熱利用促進協会・全国さく井協会,	2017）※4

　※4	 www.geohpaj.org/wp/wp-content/uploads/openloop_guide01.pdf
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　バイオマスは、動植物に由来する資源のうち、化石

燃料を除いたものである。バイオマスエネルギー利用で

は、多様な資源・燃料形態・利用形態があり、またこれ

らを結びつける多様なエネルギー変換技術が存在する 

（図5）。

　歴史的には、木質系バイオマスの一種である薪炭（薪

や木炭）は古くから人類に利用されてきた。バイオマス 

エネルギー利用は、1990年代以降、地球温暖化対策や

循環型社会の構築などの取組のなかで再度評価されて

いる。

1 -3 バイオマス熱利用

図 5　バイオマスエネルギー利用の流れ
出典：	再生可能エネルギー技術白書第2版（NEDO,	2014）
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　バイオマス熱利用の流れを図 6に示す。バイオマス原

料を直接燃焼させることにより熱を得ることができる。直接

燃焼が難しい、含水率が高いバイオマス原料の場合は、

メタン発酵によってバイオガスとし、それを直接燃焼するこ

とで熱を得ることができる。また、木質系バイオマスのよう

に直接燃焼が可能な場合であっても、熱分解ガス化する

ことで、高い温度の熱を得やすくなる。特に、コージェネ

レーションでは，燃料を熱分解ガス化することで総合効率

を高めることができる。

図 6　バイオマス熱利用の流れ
出典：	再生可能エネルギー技術白書第2版（NEDO,	2014）
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　雪氷熱利用技術は、冬季の積雪や外気によって凍結

した氷を冷熱利用するものである。冷熱需要は、基本的

には冬季以外に発生するため、蓄熱技術の一種とも考え

ることができる。雪氷熱は、他の再生可能エネルギー熱と

異なり、ヒートポンプを利用せずに冷熱を直接取り出すこ

とができるという特徴を持つ。

　雪氷熱利用に関連する技術は、冷熱源の確保・貯蔵

と冷熱の供給技術に分類することができる。

　冷熱源を確保・貯蔵する方法には、①雪・氷の搬入、

②雪堆積場の造成、③外気による氷の製造（アイスシェ

ルター）、④地中熱との熱交換（人工凍土システム）等の

方法がある。多くは①の雪を搬入する方法であり、道路

や敷地内で除雪した雪を貯雪庫に搬入して利用する。

　冷熱の供給方法としては、①全空気循環方式、②冷

水循環方式、③自然対流方式の3種が用いられている

（図 7）。①は送風機によって、冷熱源（貯蔵庫内の雪ま

たは氷）と冷却対象となる貯蔵庫や室内の空気を循環さ

せるシステムである。農作物の貯蔵、雪冷房システム等

に使用される。②は室温より温度が低い融解水から冷熱

を熱交換器で取り出し、循環水を冷却して冷房に用いる

ものである。施設冷房に使用される事例が多い。③は堆

雪の中に空間を設けて、あるいは空間の上に雪を堆積さ

せて冷却する方法である。伝統的に農作物の貯蔵に使

用されてきた。

1 -4 雪氷熱利用

図 7　雪氷熱利用における冷熱の供給方法に関する分類
出典：	公益財団法人　新潟県環境保全事業団HPを参考にNEDO技術戦略研究センター作成（2017）

分分類類 概概要要 シシスステテムム図図

全空気循環⽅式 雪室＋直接熱交換（空気）＋強制循
環（空気）＋直接熱交換（空気）の場
合、「冷⾵循環⽅式」あるいは「全空
気循環⽅式」と呼ばれる。

冷⽔循環⽅式 雪室＋直接熱交換（⽔）＋強制循環
（⽔）＋間接熱交換（⽔）の場合、
「冷⾵循環⽅式」と呼ばれる。

⾃然対流⽅式 雪室＋直接熱交換（空気）＋⾃然循
環（空気）＋直接熱交換（空気）の場
合、「⾃然対流⽅式」と呼ばれる。
（氷室・ヒムロと呼ばれることもある）
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　温泉熱利用技術は、源泉や排湯の熱エネルギーを利

用する。温泉は源泉温度によって冷水泉（25℃未満）、

低温泉（25℃～ 34℃）、温泉（35℃～ 42℃）、高温泉

（42℃以上）に分類され、温度帯に応じた利用がなされ

る。高温泉は入浴適温である40℃程度まで冷ます必要

があるため、熱交換器を利用して熱を取り出すことができ

る。低温泉や冷水泉はそのままでは熱利用が難しいが、

ヒートポンプの熱源として活用することができる。また、一

度入浴で利用された温泉の排湯も、ヒートポンプの熱源と

して活用することができる（図8）。

　温泉熱利用技術は、①熱交換器を通して高温泉の熱

をそのまま利用する場合と、②低温泉や排湯をヒートポン

プの熱源として利用する場合に大別できる。

　①では、熱交換器を通じて温泉の熱エネルギーを空

調・給湯用の冷水と熱交換する。熱交換を通じて源泉は

入浴適温に近づくため、外気にさらして冷ます必要がなく

なる。熱交換器の主要な方式にはプレート式、シェルアン

ドチューブ式、投げ込み式等がある。

　②では、ヒートポンプを用いることで、温泉の熱エネル

ギーを浴槽用温水の加温、給湯、空調等に利用する。

温泉水は不純物を多く含むため、熱交換器を介した水を

間接的に利用する場合が多い。

1 -5 温泉熱利用

図 8　温度別温泉熱利用方法のイメージ
出典：	温泉熱有効活用に関するガイドライン（環境省自然環境局,	2019）
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　河川、海水、下水の水温は、夏は気温よりも低く、冬は

気温よりも高い傾向があり、河川熱、海水熱、下水熱利

用ではこの性質を活用する。

（1）河川熱利用
　河川熱利用のシステムはスクリーン、取水ポンプ、スト

レーナ、熱交換器、熱源水配管、熱源水ポンプ、ヒートポ

ンプ、蓄熱槽、熱供給ポンプ、熱供給導管等で構成され

る。河川水を熱源とするヒートポンプは、空気を熱源とす

るヒートポンプに比べて高効率で運転することができ、主

に地域冷暖房等で活用されている。河川水の流量は季

節により変化し、温度は季節・天候に影響される点に留

意する必要がある。

　河川熱利用では、水利権取得等多くの手続きが必要

であり、企画から運用開始まで10年程度の期間を要す

る場合もある。

（2）海水熱利用
　海水は量的に豊富であること、凍結温度が-1.9℃と低

いため河川水より低温まで熱利用ができること、温度の季

節変化が河川水に比べて少ないこと等の点でヒートポン

プ熱源として優れている。海水熱利用システムの基本的

な構成は河川熱利用システムの構成とほぼ同様である。

海水による熱交換器等の腐食、熱交換器等への海生生

物の付着などの課題があるが、現在では対策技術があ

る程度確立しており、適切な対策を講じることができる。

主に、地域冷暖房に活用される。

（3）下水熱利用
　下水熱利用システムの基本的な構成も河川熱利用シ

ステムの構成とほぼ同様である。下水熱利用のシステム

形態は、下水熱取得施設（下水処理場、下水ポンプ場、

下水管渠）によって分けることができる。また、下水を直

接熱源機器に利用するかどうかで、直接利用、間接利用

に分けられる。

　下水は地表より深く埋設された下水道を通るので、外

気温の変動の影響を受けにくく、下水の水温は真夏で

28℃程度を維持し、真冬でも18℃を超えている。この下

水の温度特性（外気との温度差が冬季に大きい）を考慮

すれば、下水熱利用は、暖房への適性が高いといえる。

1 -6 水を熱源とする熱利用
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図 9　 自然循環式太陽熱利用システムと強制循環式太陽熱利用システムの 
販売台数（単年度販売台数）

出典：	ソーラーシステム振興協会資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成

（1）…再生可能エネルギー熱利用の国内及び海外市
場動向

①太陽熱

　国内では、太陽熱利用システムは1970年代から普及

が始まり、1979年の第2次オイルショックによるエネルギー

安定供給に対する不安感の高まりにより、自然循環式太

陽熱利用システムの導入が一時急増した。政府は低金

利融資制度により強制循環式太陽熱利用システムの普

及を図ったが、太陽熱利用の定着は進まず、1990年代

以降は太陽光発電、エコキュート等の競合技術の登場、

固定価格買取制度による太陽光発電へのシフト等により、

太陽熱利用市場は縮小傾向が継続している（図9）。ソー

ラーシステム振興協会の資料によれば※5、2015年末まで

の累積設置台数は、自然循環式太陽熱利用システムが

約652万台、強制循環式太陽熱利用システムが約67万

台と推定されている。

2 -1
再生可能エネルギー熱利用の
市場動向と導入ポテンシャル

2 再生可能エネルギー熱利用技
術の置かれた状況章
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図

　※5	 一般財団法人ソーラーシステム振興協会（https://www.ssda.or.jp/）

1241



再生可能エネルギー熱利用分野の技術戦略策定に向けて
技術戦略研究センターレポート

図 10　 世界における太陽熱利用システムの累積導入容量の推移と年間エネルギー生成量
出典：	SOLAR	HEAT	WORLDWIDE（IEA	SHC,	2017）を基にNEDO技術戦略研究センター作成

図 11　 世界における太陽熱利用システム累積導入容量の地域別
割合（2015年まで）

出典：	SOLAR	HEAT	WORLDWIDE（IEA	SHC,	2017）を基にNEDO技術戦略
研究センター作成

　世界における太陽熱利用システムの累積導入容量

の推移を図 10に示す。IEA（International Energy 

Agency）の SHC（Solar Heat ing and Cool ing 

Programme）によれば※ 6、世界の太陽熱利用システム

の累積導入容量は、2016年時点で456 GWthに相当す

る（図10）。

　太陽熱の最大の導入国は中国で、累積容量の71％

を占める。次いで欧州の割合が11.3％である（図 11）。

IEAでは、今後、中国に加えて、アフリカ、中東、アジア

において導入量が大きく増加すると予測している。

累積容量
435.9
［GWt］

71.0%

■ 中国
■ ヨーロッパ
■ 北米（アメリカ／カナダ）
■ アジア（中国を除く）
■ 南米
■ オーストラリア
■ 北アフリカと中東
■ サブサハラアフリカ
■ その他

11.3%

4.2%

2.7%
2.5%
1.5%
1.5%0.3% 5.0%

　※6	 IEA	SHC（https://www.iea-shc.org/）
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図 12　地中熱ヒートポンプシステムの国内年間導入件数の推移
出典：平成28年度地中熱利用状況調査委託業務報告書（環境省水・大気環境局,	2017）

図 13　地中熱ヒートポンプシステムの導入先割合
出典：平成28年度地中熱利用状況調査委託業務報告書（環境省水・大気環境局,	2017）

②地中熱

　国内では、地中熱ヒートポンプの導入件数は2000年

頃から2015年まで増加傾向が続いている（図12）。方式

としては、クローズループ方式（熱交換器を利用）の件数

が多く、オープンループ方式（地下水を利用）及び併用

方式の件数は少ない。住宅、事務所、庁舎等をはじめと

する業務施設への導入が多く（図13）、特に寒冷地にお

いて導入率が高い（図14）。
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図 14　地中熱ヒートポンプシステムの都道府県別導入件数
出典：平成28年度地中熱利用状況調査委託業務報告書（環境省水・大気環境局,	2017）

　世界における地中熱ヒートポンプの累積導入容量は

2015年時点で49.9 GWthに相当し、国別では、米国に

おける導入量が最も多く（16,800 MWth）、中国（11,781 

MWth）、スウェーデン（5,600 MWth）、ドイツ（2,590 

MWth）と続く※ 7。富士経済「ヒートポンプ温水・空調市

場の現状と将来展望．2015」※ 8によれば、ヒートポンプ

ユニットのみを対象とした世界市場規模は約 3,360億円

（2013年実績）である。

③バイオマス熱

　国内では、木質系バイオマスが利用される場合が多く、

木質系バイオマスエネルギー利用についての詳細な情報

は林野庁※ 9により公開されているデータを確認すること

が可能である。木質系バイオマス利用ボイラーの累積導

入数は増加の傾向にあり、2015年時点で1,945基である

（図 15）。都道府県別導入件数をみると、北海道、岩手

県、高知県、熊本県、宮崎県等での導入が多い傾向が

わかる（図16）。

　※7	 “Direct	Utilization	of	Geothermal	Energy	2015	Worldwide	Review”（Lund他，2015）
　※8	 www.fuji-keizai.co.jp/report/detail.html?code=111409828
　※9	 https://www.rinya.maff.go.jp
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図 15　木質系バイオマス利用ボイラーの国内累積導入数の推移
出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発	再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた技術

開発に関する調査（NEDO,	2018）

図 16　バイオマス利用ボイラーの都道府県別導入件数
出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発	再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた技術開発に関する調査

（NEDO,	2018）
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　世界におけるバイオマスエネルギー利用はWBA

（World Bioenergy Association）が発 行 する統 計

資料にまとめられており、バイオマス熱利用はDirect 

Heat（個別熱供給）とDerived Heat（地域熱供給）に

分けられている（表2）。平成29年度成果報告書「再生

可能エネルギー熱利用技術開発 再生可能エネルギー

熱利用システムの普及に向けた技術開発に関する調査」

（以降、平成 29年度 NEDO 調査）によると、個別熱供

給は、中国、インドでの熱供給量が多く、先進国、途上国

を問わず利用される。一方、地域熱供給に関して欧州で

の利用がほとんどであり、普及・利用に関する地域差は

大きい。

表 2　バイオマス熱利用の形態の内訳（単位：EJ）

出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発	再生可能エネルギー熱利用システムの
普及に向けた技術開発に関する調査（NEDO,	2018）

④雪氷熱

　国内では、雪氷熱利用システムの導入件数は1990年

頃から2000年代半ばまでが増加し、その後は減少傾向

にある（図 17）。都道府県別導入件数をみると、北海道

が全体の半数弱程度を占めており、次いで新潟県、山形

県での導入が多く、その他の都道府県での導入は数件

未満にとどまっている（図18）。

　世界的には、雪氷熱の利用が進んでいる国は一部に

限られている。日本以外には、スウェーデン、カナダ、中

国、米国等で研究が進められているとされるが、実態は

明らかになっていない。

図 17　雪氷熱利用システムの国内年間導入件数の推移
出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発	再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた

技術開発に関する調査（NEDO,	2018）

2000
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2014
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図 18　雪氷熱利用システムの都道府県別導入件数
出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発	再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた

技術開発に関する調査（NEDO,	2018）

れている（図19）。本レポートでは各国における、温泉熱

利用システムの導入状況を整理している。源泉をそのま

ま入浴に利用する場合も「温泉熱利用」に計上しており、

熱交換器やヒートポンプを利用したシステムの導入量と区

別するのは難しい。給湯・入浴以外の用途への温泉熱

の利用は計上されていない点に留意する必要がある。

⑤温泉熱

　国内における温泉熱利用に関する統計情報やデータ

はこれまで体系的には整理されていない。

　世界の温泉熱利用に関するデータは“ D i r e c t  

U t i l i z a t i o n  o f  G e o t h e r m a l  E n e r g y  2 0 1 5 

Worldwide Review”（Lund 他，2015）※ 10にまとめら

図 19　温泉熱利用システムの国別導入実績（設備容量上位 5か国）
出典：	Direct	Utilization	of	Geothermal	Energy	2015	Worldwide	Review（Lund他 ,	2015）を

基にNEDO技術戦略研究センター作成

　※10	 https://www.unionegeotermica.it/pdfiles/usi-diretti-energia-geotermica-nel-mondo.pdf

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000（MWth）
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⑥河川熱

　国内では、表3に示す4地域に河川熱利用システムが

導入されており、地域冷暖房として利用されている。河川

熱利用では、国や自治体等との調整に時間を要するため

（計画から事業開始まで最大 10年程度）、近年の新規

計画はない。

　海外では、地域熱供給事業が盛んな欧州において河

川熱利用の例が見られる。例えば、パリ（フランス）では、

CLIMESPACE（民間会社）※11が1991年より事業を開

始し、セーヌ川の河川水を利用した冷熱を行っている。

表 3　河川熱利用システムの国内導入事例

出典：	平成28年版熱供給便覧を基にNEDO技術戦略研究センター作成

⑦海水熱

　国内では、表4に示す4地域に海水熱利用システムが

導入されており、地域冷暖房として利用されている。海水

熱利用にあたり、国や自治体等との調整が長期化する場

合があることから（放水温度等の規制がなく、個別協議と

なるため）、近年の新規計画はない。

　海外での海水熱利用に関する情報は僅少であり、海

水熱利用システムの導入の実態は明らかになっていな

い。公表されているものとしては、コペンハーゲン（デン

マーク）の事例がある。HOFOR（公益事業会社）が

2010年と2013年に海水熱を利用した地域冷房プラン

トを建設し、その後も供給エリアを拡大させる予定である

（平成29年度 NEDO 調査）。

表 4　海水熱利用システムの国内導入事例

出典：	平成28年版熱供給便覧を基にNEDO技術戦略研究センター作成

ヒートポンプ

ヒートポンプ

ヒートポンプ

ヒートポンプ

　※11	 https://www.climespace.fr/
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⑧下水熱

　国内では、図20に示す全国20か所で下水熱が利用

されている（2017年3月末時点）。従来は下水処理場の

処理水を利用した大規模な利用が多かったが、近年は

民間事業者が下水管渠に熱交換設備等を設置して下水

熱を利用する事例も増えている。地域冷暖房として下水

熱が利用されているのは、盛岡駅、幕張新都心、東京都

文京区の3地区である。

　海外での下水熱利用に関する情報は僅少であり、下

水熱利用システムの導入の実態は明らかになっていな

い。公表されている大規模利用としては、ドイツ、スイス、

ノルウェー、カナダ等での事例があり、導入されたシス

テムの構成は我が国のものと大差がない（平成 29年度

NEDO 調査）。

図 20　国内における下水熱利用システムの導入事例
出典：	国土交通省ホームページ（下水熱ナビ）（国土交通省,	2018アクセス）
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（2）再生可能エネルギー熱の国内導入ポテンシャル
　導入ポテンシャルは、各種制約要因（自然要因、法規

制等）及び需要量とのマッチングを考慮したうえで、最大

限利用できる量として評価する。より現実的な導入可能ポ

テンシャルとするには、上記に加えて、経済性や個々の技

術の成熟度等も考慮する必要がある。

　再生可能エネルギー熱の種類別の導入ポテンシャルを

図21に示す。導入ポテンシャルの合計は約2,396 PJ/ 年

であり、国内の家庭、業務他部門の熱需要と同程度のポ

テンシャルを有する（国内のエネルギー需要に関して、家

庭部門の約 63％、業務他部門の47％が熱需要であり、

合計は約 2,400 PJ/ 年）。なお、「平成 29年度 NEDO

調査」には同じ条件での都道府県別推計結果が掲載さ

れている。

　太陽熱の導入ポテンシャルは、住宅、業務用建物等の

設置条件を考慮したうえで、経済産業省「平成 22年度

新エネルギー等導入促進基礎調査事業（太陽光発電及

び太陽熱利用の導入可能量に関する調査）」で精緻に

計算されている。

　地中熱の導入ポテンシャルは、建築物の建築面積及び

熱需要と採取可能な熱量のマッチングを考慮したうえで、

「平成29年度 NEDO 調査」で精緻に計算されている。

バイオマス熱の導入ポテンシャルでは、木質系バイオマ

ス、農業系バイオマスの一部、家畜糞尿の一部（鶏糞の

み）を対象とし、「平成29年度 NEDO 調査」で計算され

ている。

　雪氷熱の導入ポテンシャルは、「平成 29年度 NEDO

調査」において、熱需要のマッチングを考慮したうえで、

豪雪地帯の冷房需要が上限であるとしている。

　温泉熱の導入ポテンシャルは、国立研究開発法人産

業技術総合研究所が公表している源泉一覧データのな

かから、50℃以上の源泉に限定したうえで、「平成29年

度 NEDO 調査」で計算されている。

　河川熱、海水熱、下水熱の導入ポテンシャルは、各々

河川、海水、下水処理場周辺での熱需要とのマッチング

（250m 以内、4TJ/ha 以上）を考慮したうえで、資源エ

ネルギー庁「熱需給の実態等に関する包括調査」で計

算されている。なお、下水熱の導入ポテンシャルの計算で

は、経済的に成立する大規模利用のみを想定しており、

下水管渠を利用する場合を考慮していない。

図 21　各種再生可能エネルギー熱の国内導入ポテンシャル
出典：	平成29年度成果報告書「再生可能エネルギー熱利用システムの普及に向けた技術開発に

関する調査」（NEDO,	2018年1月）を基にNEDO技術戦略研究センター作成

21 41



再生可能エネルギー熱利用分野の技術戦略策定に向けて
技術戦略研究センターレポート

（1）海外における技術開発の動向
①太陽熱

　SWC2017/SHC2017（太陽エネルギーの活用に関する

国際会議）では、冷暖房システム・建物・地域熱供給とし

ての利用法、PVT（Photovoltaic＆Thermal）、蓄熱技

術、コストダウン技術（ヒートポンプやデシカント空調との組

　上記以外の、太陽熱利用に関する各国の開発動向は

以下の通りである。

　太陽熱を活用した地域熱供給が最も普及しているデン

マークでは、蓄熱に関しての開発（水蓄熱、地中蓄熱等）

み合わせ）、高付加価値化に関する発表が多く見られた。

また、要素技術開発としては、集熱器等へのプラスチック

材料の適用や蓄熱材の高性能化などに関しての発表が見

られた。

　 表 5には、国 際 エネルギー機 関 IEA・SHC（Solar 

Heating & Cooling Programme）のTCP（Technology 

Collaboration Programme）において実施された、また

は実施中のプロジェクトを示す。

が行われている※12。

　ドイツでは材料研究・光学，太陽熱集積器・部品、熱シ

ステムのエンジニアリング、発電用・産業用蓄熱、水処理と

いった様 な々分野の技術開発が進められている※13。

2 -2
再生可能エネルギー熱利用の
技術分野の動向

表 5　IEA SHC TCP において実施された／実施中の太陽熱利用関連のプロジェクト一覧

出典：	IEA	SHCホームページを基にNEDO技術戦略研究センター作成

　※12	 Think	Denmark　グリーン経済・社会のための白書　地域供給熱（https://stateofgreen.com/jp）
　※13	 https://www.ise.fraunhofer.de/en.html
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　米国では、現在は太陽熱の給湯・空調への利用に関し

て、欧州ほど積極的に研究開発を推進する動向はなく、こ

の分野の研究開発投資は太陽熱発電に集中している。

　寒冷地にあたるカナダでは、欧州同様、地域熱供給のた

めに太陽熱を活用する取組が進められている。例えば、オ

コトクス（アルバータ州）において実証試験が10年以上に

わたって実施されている※14。

　中国は、自然循環式太陽熱利用システムの最大の市場

であり、住宅における熱利用システムへの統合、吸熱式冷

　また、地中熱利用に関する各国の開発動向は以下の通

りである。

　欧州Horizon2020で実施された／実施中の地中熱利

用に関するプロジェクトでは、イニシャルコスト削減に向け

て、掘削技術、熱交換器の効率改善、熱伝導特性改善の

ための素材などに関しての研究テーマが選定されている。

成果の実証、コスト分析、普及のための検討といった内容

も実施項目に含まれている。

　米国では、2012年にDOE（United States Department 

凍機、蓄熱等に関する研究開発が盛んである。近年は、

平板式集熱器に関する研究開発も進められている※15。

②地中熱

　 国 際 エネルギー 機 関 IEA の HPT（Heat Pump 

Technologies）及び ECES（Energy Conservation 

and Energy S t o rage）の TCP（Techno l ogy 

Collaboration Programme）において、地中熱ヒートポン

プに関して実施されたプロジェクトがいくつかある（表6）。

of Energy）により地中熱ヒートポンプに関連する研究開発

のロードマップが作成され、導入課題（表7）、政策により得

られる便益、優先して実施すべき研究テーマがまとめられ

た。本ロードマップを踏まえて、例えばHVACR&Dプロジェ

クト（2012 ～ 2016年にDOEが実施）では、地中熱ヒート 

ポンプシステム実証プロジェクトのデータ解析及び低エネ 

ルギー建築物向け次世代地中熱ヒートポンプシステム開発

が行われた。

表 6　IEA HPT/ECES TCP において実施された／実施中の地中熱利用関連のプロジェクト一覧

出典：	IEA	HPT、ECESのウェブページを基にNEDO技術戦略研究センター作成

　※14	 “Drake	Landing	Solar	Community:	10	Years	of	Operation”（Mesquita他，2017）
　※15	 “Solar	thermal	components:	latest	development	in	China”（中国建築科学研究院，2017）
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（2）国内における技術開発の動向
　国内では、NEDOにより2014年から「再生可能エネル

ギー熱利用技術開発」事業（2018年に事業終了）が実施

されてきた（表8）。事業では、地中熱利用に関しては「導

入コストと運用コストを各々 20％低減すること」を、その他

の再生可能エネルギー熱利用に関しては「システム高効

率化に資する技術開発及び規格化の推進と導入コストの

10％低減」を目標とした。また、各熱利用のポテンシャルを

簡易予測・評価する技術を開発し、ポテンシャルマップの

作成にも取り組んだ。

表 7　DOE 作成のロードマップにまとめられた地中熱ヒートポンプの導入課題

表 8　NEDO「再生可能エネルギー熱利用技術開発」事業における実施内容

出典：	Research	and	Development	Roadmap:	Geothermal	 (Ground-Source)	
Heat	Pumps（DOE,	2012）を基にNEDO技術戦略研究センター作成

出典：	再生可能エネルギー熱利用技術開発中間評価報告書（NEDO,	2016）
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（3）特許動向
　図22に各種再生可能エネルギー熱利用の特許（優先

権主張国）出願件数の国別内訳を示す（2000年以降）。

太陽熱利用に関する出願が最も多く、地中熱利用、バイオ

マス熱利用に関する出願と続く。どの分野の特許について

（4）標準化の動向
　再生可能エネルギー熱利用に関する国際基準は、関連す

る技術分野に応じて、国際標準化機構ISO（International 

Organization for Standardization）または国際電気標準

会議IEC（International Electrotechnical Commission）

で議論されている。ISO及びIECでは、技術委員会 TC

（Technical Committee）を設置し、国際規格及び技術

も、中国の出願件数が圧倒的に多く、日本の出願件数は3

位以内となっている。なお、図22に示した結果では、太陽

熱利用では太陽光発電、地中熱利用では地熱発電、バイ

オマス熱利用ではバイオマス発電に関する特許が含まれて

いる可能性がある点に留意する必要がある。

仕様書等を策定している（表9）。

　他には、太陽熱利用機器の国際認証に関して、国際認

証 機 関 GSCN（Global Solar Certification Network）

が2018年よりドイツを中心に活動を開始している。国内で

は例えば、太陽熱利用機器の規格に関して、経済産業省

「高機能JIS等整備事業」が実施されている。

図 22　各種再生可能エネルギー熱利用に関連する特許の国別内訳
出典：	平成29年度	出願特許における日本のポジションに関する情報収集（NEDO,	2018）を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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（1）欧州
　欧州の再生可能エネルギー熱利用に関する政策は国ご

とに異なり、日本と同様に補助金を主体とする国が多い一

方、補助金ではない政策をとる国もある。欧州では、空気

熱も再生可能エネルギー熱に含まれる。また、欧州では地

域熱供給網が整備されている地域が多く、その熱源を化

石燃料から再生可能エネルギーへシフトさせている点も特

徴的である。

　ドイツでは、補助金を支給する一方で、再生可能エネル

ギー熱法（2009年1月施行）により、50m2以上の有効面

積を有する全ての新築建物の所有者に再生可能エネル

ギー熱利用を義務付けている。再生可能エネルギー熱によ

り賄うべき割合（達成基準）は、利用する再生可能エネル

ギー熱の種類に応じて異なる。

　英国では、世界で初めて再生可能エネルギー熱の買取

制度が導入された。本制度では、2011年11月より非家庭

用に関して、2014年4月より家庭用に関して、再生可能エ

ネルギー熱の種類に応じた買取価格 RHI（Renewable 

Heat Incentive）を受領できる。なお本制度では、申請状

況に応じて買取価格が低下する。

（2）米国
　米国における再生可能エネルギー／省エネルギー政策

は州ごとに大きく異なるが、多くの州ではポートフォリオ・ス

タンダードが導入されている。この制度には、エネルギー

小売事業者等に対して、エネルギー販売量の一定割合

を再生可能エネルギーで置き換えることを義務づけるRPS

（Renewable Portfolio Standard）とエネルギー効 率

化を義務づけるEERS（Energy Efficiency Resource 

Standard）がある。RPSに関しては、太陽熱利用では14

州で、地中熱利用では12州で認められている※16。各種補

助金・税制優遇制度についても州ごとに異なる。

表 9　再生可能エネルギー熱利用に関連するISO/IECでの技術委員会

出典：	ISO/IECホームページを基にNEDO技術戦略研究センター作成

2 -3
再生可能エネルギー熱利用に関する
世界の政策状況

　※16	 	平成29年度NEDO調査。太陽熱利用では、Solar	Water	Heatを対象としている。バイオマス利用については、47州で対象となっているが、発電のみを対象とするのか熱利用も
含めて対象とするのか不明である。
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（3）中国
　中国では、自然循環式太陽熱利用システムを中心に再

生可能エネルギー熱利用の支援が進められている。再生

可能エネルギー発展第13次5か年計画では、都市や農村

部での太陽熱利用の普及、太陽熱暖房／冷房技術の発

展、太陽熱冷暖房システムの大規模利用、他のエネルギー

源との組み合わせといった方針が示されている。また、地

中熱利用に関しては、土地利用、電力利用、租税、価格

等に関する支援制度を打ち出す方針が示されている。

　中国では、中央政府だけでなく、省／市といった地方政

府でも独自に再生可能エネルギー熱利用を推進している。

（4）日本
　日本では、第5次エネルギー基本計画（2018年7月）に

再生可能エネルギー熱利用の推進が明記されている。長

期エネルギー需給見通し（経済産業省, 2015年7月）では、

2030年に約520 PJの再生可能エネルギー熱利用が見込

まれている。具体的な施策としては、補助金等による導入

支援（経済産業省、環境省、地方自治体等）やグリーン熱

証書の発行が挙げられる。

　住宅や業務用建物において省エネルギーを推進する政

策も、再生可能エネルギー熱利用を後押しするものとなって

いる。具体的には、エネルギー基本計画でZEB（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ビル）及びZEH（ネット・ゼロ・エネルギー

ハウス）の推進に関する目標が定められている。また、「建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」（2015

年7月交付）により、住宅以外の一定規模以上の建築物の

エネルギー消費性能基準への適合に関する義務化、エネ

ルギー消費性能向上計画の認定制度の制定といった措置

が講じられたことも後押しとなっている。
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　再生可能エネルギー熱利用の普及拡大に向けて、各

種の熱利用で共通の課題も多い一方、今後の研究開発

の方向性を検討するには、各々の利用法の特性を考慮

して課題を整理する必要がある。再生可能エネルギー熱

の導入・利用に関しての共通の問題点は、図23のように

まとめられる。このなかで、「コストが高い」「適用用途が

限定的である」「ユーザーの認知度が低い」という問題

を解決できれば、再生可能エネルギー熱の導入・利用に

関しての悪循環を解消できる可能性がある。

　以降では、国内導入ポテンシャルが大きい太陽熱利用

と地中熱利用についての課題を深掘りする。

3 再生可能エネルギー熱利用技
術の課題章

図 23　再生可能エネルギー熱の導入・利用に関しての問題点
出典：	各種資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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表 10　家庭用／業務用太陽熱利用機器のコスト内訳の一例

出典：	家庭用はノーリツXF-4090-3-BL（カタログ値、工事費はヒアリングによる）、
業務用は業務用太陽熱利用システムの導入検討ガイドライン（NEDO,	2009）
における平均値

（1）コストと投資回収性
　現状、太陽熱利用機器の低コスト化は進んでいない。表

10に家庭用／業務用太陽熱利用機器のコスト内訳の一

例を示す。家庭用では貯湯槽費用が占める割合が多い一

方、業務用では工事費が占める割合が大きい。工事費に

関しては、工事をこなせる人材の不足や工事標準が未確

立といったことが原因で、低コスト化が進まない。太陽熱利

用システムの導入コストは、施工費／設備工事費を含むが

補助熱源費用を除外する場合、家庭用（強制循環型）で

は12.5万円/m2、業務用では15.7万円/m2程度であると

報告されている（実例!太陽熱導入ガイドブック（東京都環

境局, 2018））※17。実際の価格に関しては、規模や方式に

応じて異なり、ある程度の幅があることが報告されている。

　太陽熱利用機器では、曇りや雨の日の熱供給が難し

いため、必ず他の熱供給機器と組み合わせての利用とな

る。したがって、太陽熱利用機器を導入する場合、太陽

熱利用機器のコストに加えて他の熱供給機器のコストが

必要となるため、これらの総コストの投資回収年数を短縮

することが重要な課題となる。現状、投資回収年数は大

体の場合で10年以上であり、一般的に広く普及可能な

価格水準には至っていない。さらに、太陽エネルギーを利

用するという観点では、太陽熱利用と太陽光発電は競合

するものであるため、太陽熱利用に関する投資回収性は

太陽光発電に関する投資回収性に対して競争力を持つ

水準となる必要がある。

3 -1 太陽熱利用の技術課題

-
-

-

　※17	 	https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/renewable_energy/ne2/taiyonetu/taiyonetu.files/guidebook.pdf
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図 24　 住宅における1年間の太陽エネルギー供給量とエネルギー消費量の関係
（太陽熱 4m2、太陽光発電 4kW の場合）

出典：	各種資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成

（2）需要と供給のミスマッチ
　太陽熱利用機器では基本的に昼間に集熱を行う一

方、住宅用の給湯需要が集中するのは朝もしくは夕方以

降である。また、太陽エネルギーの供給量は夏季に大きく

冬季は少ない傾向にあるのに対して、住宅において給湯

に次いで熱需要が多い暖房は冬季に集中する（図24）。

冬季の熱需要にあわせて太陽熱利用システムを設計して

しまうと、夏季の無駄が大きなシステムとなる。太陽熱利

用の効率は環境（給水温度、日射量、設置方位、傾斜角、

日影の有無等）応じて大きく異なるため、利用方法の最

適化は難しい。

　太陽熱利用に関する課題をまとめて図25に示す。
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（3）その他の課題
　その他の課題としては、競合先として太陽光発電があ

るため、太陽熱利用の認知度が向上しないということが

挙げられる。また、太陽熱の導入効果やメリットを明確に

図 25　 太陽熱利用に関する課題
出典：	各種資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成

するために必要な熱量計測機器が高額（例えば、一定

の精度が担保された電磁式／羽根車式の熱量計は約

10万円/ 台程度）であるという点も課題である。
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（1）コストと投資回収性
　地中熱利用機器に関して、初期導入コストが高額であ

3 -2 地中熱利用の技術課題

図 26　 家庭用の地中熱利用機器の初期コスト内訳
出典：	各種文献（平成27年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書

（環境省,	2016））等を基にNEDO技術戦略研究センター作成（2017）

　地中熱ヒートポンプシステムは空気熱源のものと比較し

て高額である。また、我が国における地中熱交換井掘削

コストは、欧州における掘削コストと比較して割高であり、

この違いの要因としては、地層の違いや掘削事業に関す

る下請け構造の違い等が挙げられる。

　地中熱ヒートポンプは空気熱源のヒートポンプ（ルーム

エアコン）と競合するものである。また、北海道をはじめと

する寒冷地において空気熱ヒートポンプを普及させること

が難しいことを考慮すれば※18、灯油ボイラーをはじめとす

る化石燃料系暖房機器とも競合する。

　地中熱ヒートポンプのランニングコストは空気熱ヒートポ

ンプの場合の2/3程度になる一方、地中熱利用システム

の初期導入コストの回収には15年以上を要しているのが

現状である。

　地中熱利用に関する課題をまとめて図27に示す。

るというのが最大の課題である。図 26に家庭用の地中

熱利用機器の初期コスト内訳を示す。初期コストの約半

分を、地中熱交換機器費用と掘削・設置費用が占めて

いることが分かる。

　※18	 	空気熱源のヒートポンプに関しては、近年除霜運転の効率化や立ち上がり時間の短縮といった、寒冷地仕様の技術開発が進展している点にも留意が必要である。
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図 27　 地中熱利用に関する課題
出典：	各種資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成

（2）その他の課題
　その他の課題としては、認知度が低く、導入検討のた

めの情報が不足していること、専門家の不足などが挙げ

られる。また、地中熱利用ポテンシャル評価のための地質

や地下水流れ、気候といった情報の整理、エネルギー消

費やランニングメリットに関する定量的な評価等も課題で

ある。さらに、浅部地中熱利用（例えば施設園芸暖房）

に関しては、十分な検討がなされていないという点も課題

である。
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　再生可能エネルギー熱は、永続的に利用することがで

きると認められる熱源であり、①太陽熱、②地中熱、③バ

イオマス熱、④雪氷熱、⑤温泉熱、水を熱源とする熱（⑥

河川熱、⑦海水熱、⑧下水熱）のほか、空気熱利用等

がある。種類によって適用温度帯は異なるが、主に家庭

用・業務他部門における空調・給湯に利用される。再生

可能エネルギー熱利用の推進は第 5次エネルギー基本

計画（2018年 7月）において明記されており、温室効果

ガスの削減という観点からも導入・利用が進むことが期

待されているがコストの面で課題がある。

　国内のエネルギー需要に関して、家庭部門の約63％、

業務他部門の47％が熱需要であり、合計で約 2,400 

PJ/ 年となる。国内の再生可能エネルギー熱の導入ポテ

ンシャルの合計はこの値と同程度であるが、設備導入コ

ストが高い、熱の需要と供給のミスマッチ等の理由により、

再生可能エネルギー熱は十分に活用されていないという

のが現状である。再生可能エネルギー熱の導入・利用

を促進するためには、「設備導入コストが高く（投資回収

年数が長い）」「適用用途が限定的である」「ユーザー

の認知度が低い」といった課題を解決する必要がある。

さらに、再生可能エネルギー熱利用の種類ごとに、各々

の利用法の特性を考慮して課題を整理した上で、ZEB/

ZEHの推進や地域熱供給システムへの展開も見据えて、

今後の研究開発の方向性を検討することが重要である。

　より具体的には、太陽熱利用の拡大に向けては、太陽

熱利用機器の低コスト化、利用機器の設置に関する工

事標準の確立、他の熱供給機器との組み合わせを最適

化する方法の確立、環境に応じて利用効率を最大化す

るための方法の確立、太陽熱の導入効果やメリットの定

量化などが必要である。地中熱利用の拡大に向けては、

地中熱利用機器の低コスト化、掘削費用の低減、地質

や地下水流れ、気候といった情報を踏まえた地中熱利用

ポテンシャル評価とその信頼性向上、エネルギー消費やラ

ンニングメリットに関する定量化、浅部地中熱利用に関す

る可能性検討などが必要である。

　将来、再生可能エネルギー熱利用がユーザーの選択

肢にあがり、その導入・利用が拡大していくには、「設備

導入コストが高く（投資回収年数が長い）」「適用用途が

限定的である」といった課題の解決に資する技術開発を

着実に進めると同時に、再生可能エネルギー熱に関する

認知度向上のための取組を進めていくことが望まれる。

4 おわりに章
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